
 

県内における農地中間管理事業の重点実施地区は、８月に見直しを行い、４月時点の１９

９地区から２３９地区となっております。

この重点実施地区を中心に県内の各市町村で、関係機関・団体により昼夜及び休日を問わ

ず、農地中間管理事業の説明会を実施しており、今年度は、１０月末までに２９７回（農業

者等の参加人数延べ５，２０１人）開催され事業推進が行われております。

また、今年度の上半期の実績

は、昨年度を上回っておりまし

たが、下半期は、昨年度に比べ

実績の伸びが小さくなっており

ます。

要因としては、昨年度は、機

構集積協力金の年度内交付を行

うため、１０月から１２月にか

けて大きく伸びておりますが、

今年度は、機構集積協力金の単

価が引き下げられたことや、機

構に農地を預けた後に単価が判

明するため、機構集積協力金で

の推進が難しくなったことが考

えられます。

今後、後半に向けては、①大

規模経営体への事業推進、②機

構以外の農地の貸借手続きを機

構事業へ誘導、③受け手がいな

い農地はリスト化し関係機関・

団体間で情報を共有し受け手を

探すなど、重点実施地区での推

進に加え、個別案件の取組強化

をお願いします。

◆第２８号内容

１ 県内での取組状況について

２ 果樹園地の担い手への集積について

３ 農地中間管理事業審査会（１１月）について

４ 県内での取組事例紹介（１８）
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全国的に土地利用型農業に比べ、果樹園地では機構を活用した取組が進んでいない状況に

あり、果樹産地協議会が有する農業者の情報を活用し、市町村による人・農地プランの作

成・見直しとともに、産地協議会と機構とが連携した果樹園地の集積の取組を進めていくた

め、農林水産省より各都道府県に対し指針が示されました。

具体的には、①機構を活用した果樹園地の担い手への集積を進めるため産地協議会への機

構の参画、②果樹産地構造改善計画に位置付けられた担い手や出し手の候補者を整理すると

ともに実効性のある人・農地プランの作成・見直し、③出し手・受け手の掘り起しやマッチ

ングなど機構と産地協議会が連携した果樹園地の集積の推進、④将来にわたって農地の受け

手を確保するため果樹経営体の法人化の推進について、関係機関が一体となった取組を実施

することとなっております。

機構におきましても、各産地協議会に参画し、果樹園地の担い手への集積に取り組んで参

りたいと思います。
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平成２８年度 農地中間管理事業に係る地元説明会開催状況（４月～１０月）
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１１月２１日（月）に、機構において農地中間管理事業審査会を開催しました。

今回の審査会では、重点実施地区１７地区での権利設定、並びに個別案件としてリタイアされる

農業者や隣接する農地を機構に貸し出される方などの農地を対象として審査を行いました。

また、今回は、１７地区の重点実施地区のうち、１０地区が新規地区となっております。
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【農地中間管理権取得等の審査地区
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◆重点実施地区１７地区（うち新規地区１０地区）

（宮崎市、日南市、小林市、えびの市、西都市、木城町、延岡市）

・機構が借り受けて貸し付ける農地面積 １２３．６ha

◆離農する農業者及び隣接する農地を貸し付ける農業者等（２０６名）

（綾町、日南市、串間市、都城市、三股町、小林市、えびの市、西都市、新富町、都農町）

・機構が借り受けて貸し付ける農地面積 １０１．３ha
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各市町村等の農地中間管理事業担当者におきましては、この時期は各地区での事業説明会

の開催や権利設定に向けた書類作成、更には機構集積協力金の交付申請準備など大変な労力

と時間を要しておられると思います。事業推進や権利設定の手続きなど各地域推進チーム内

での連携をよろしくお願いします。また、機構としましても、市町村へ出向いての事前確認

作業や書類の更なる事務手続きの改善等に向けて取り組んで参りたいと考えております。
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４ 県内での取組事例紹介（１８）
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第１８回目の取組事例紹介は、小林市の「川無地区」です。

川無地区は、小林市の南部に位置する水田地帯で、水稲（食用米・飼料稲）や飼料作物を中

心に農業経営を行っている地域であります。

当地区は、農地の基盤整備が済んでおり、平成20年3月には三松地域営農組合が設立され、

地域の中心経営体となっております。また、平成21年度からは「農地・水保全管理支払交付金

事業」（現在の「多面的機能支払交付金事業」）に取り組んでいるところです。

農地中間管理事業の活用にあたっては、堤土地改良区が中心となり、農地集積エリア

（57.2ha）を設定し、担い手を重点的に事業

推進を行ってきました。地区内でも農業者の

高齢化に伴い、農業をやめる農家が増えてい

る中、今後の地域農業の発展及び担い手の経

営安定を図るため、農地の集積・集約化は必

要不可欠であるとの結論に至り、事業に取り

組む事となりました。

本地域は、地縁・血縁等で地域の繋がりが

強い地域であり、利用権は使用貸借が多いと

ころですが、使用貸借を賃貸借に変えるなど

、今後、集約化を進めていく中で話し合いを

行うこととしております。
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